
「いわき市公共施設等総合管理計画」に基づく

個別施設計画
【公営住宅】

計画期間：令和６年度から令和12年度まで

土木部 住宅営繕課

令和６年５月 策定
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1

各
施
設
の
担
当
部
署

機能類型 小区分 地区 施設名 施設所管部 施設所管課

公営住宅 公営住宅 高層・中耐（新耐震基準）・耐二 土木部 住宅営繕課
公営住宅 公営住宅 中耐（旧耐震基準） 土木部 住宅営繕課
公営住宅 公営住宅 木造（新耐震基準） 土木部 住宅営繕課
公営住宅 公営住宅 木造（旧耐震基準） 土木部 住宅営繕課
公営住宅 公営住宅 簡二 土木部 住宅営繕課
公営住宅 公営住宅 簡平 土木部 住宅営繕課
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公
営
住
宅

今
後
の
あ
り
方

01

□ 住宅に困窮する低額所得者に対し、健康

で文化的な生活を営むに足りる住宅を、

低廉な家賃で供給

果たしている役割・機能

① 目標管理戸数の最適化

② 既存ストックの有効活用

③ 老朽化した市営住宅の入居者の移転推進

④ 廃止市営住宅の解体、借地解消、売却

対策の優先順位の考え方

□ 適正な管理戸数については、当初計画の
策定から10年が経過する令和９年度に検
討し見直す

□ 既存ストックの有効活用のため、居住性
向上の改修等を実施し、優良ストックを
確保

□ 令和５年度に実施した「市営住宅入居者
意向調査」の結果を踏まえ、目標管理戸
数の早期達成に向けた新たな移転推進策
を検討

・住宅名称の説明

対策の方向性

住宅名称 構造
高層 高層耐火構造、６階建以上
中耐 中層耐火構造、3～5階建
耐二 耐火構造、２階建
簡平 簡易耐火構造、平屋建
簡二 簡易耐火構造、2階建
木造 木造、１～２階建
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公
営
住
宅

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

01長期

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13～

検討内容

対策内容

対策費用概算 426,357千円 1,026,508千円 1,567,201千円 1,552,364千円 1,482,263千円 1,569,136千円 1,428,009千円

検討内容

対策内容

対策費用概算 151,640千円 112,392千円 183,752千円 121,312千円 126,664千円

検討内容

対策内容

対策費用概算 12,862千円 7,624千円 8,982千円 6,848千円 7,042千円

検討内容

対策内容

対策費用概算 10,161千円 6,762千円 14,049千円 9,319千円 8,140千円

木造 新 長寿命化

木造 旧 廃止

長寿命化新
高層
中耐
耐二

中耐 旧
あり方
見直し

中期短期
地区 施設名

()内は管理戸数

主たる建物の

耐震基準
方向性 内容

長寿命化・居住性向上に資する改修（外壁等改修、電源容量改修等）を実施

長寿命化に資する改修（外壁等改修、給水設備改修等）を実施

耐用年数等を踏まえ
あり方を検討

耐用年数まで適宜維持補修

使用施設は適宜維持補修

（3,146）

（1,784）

（194）

（147）
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公
営
住
宅

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

01長期

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13～

検討内容

対策内容

対策費用概算 138,513千円 101,498千円 169,905千円 111,695千円 115,100千円

検討内容

対策内容

対策費用概算 76,185千円 55,494千円 94,221千円 61,981千円 63,160千円

あり方
見直し

旧簡二

簡平 旧
あり方
見直し

中期短期
地区 施設名

()内は管理戸数

主たる建物の

耐震基準
方向性 内容

入居者の状況を勘案し
あり方を検討

入居者の状況を勘案し
あり方を検討

使用施設は適宜維持補修

使用施設は適宜維持補修

（1,675）

（933）
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